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1 ，はじめに

（1）　研究 の 背景 と 目的

　大規模な 地震が 都市 を襲 っ た場合 、 様 々 な要因による

消防活 動の 阻 害 が 予 想 され る。大 都 市 震 災 時特有 の阻害

要因として は 、 消防 力を超える同時多発出火や建物の 倒

壊によ る道路閉塞 、 消防水利 の 不足等が 挙げられる 。 こ

の よ うな状況 下 にお い て 初期対 応を行 う消防には，限 ら

れ た消防力で 効率的 に被害を軽減して い かなければなら

な い 使命が あ る。こ れ ら消防の 活動 は、火 を消すため の

「水亅、放水を行 うため の 消防自動車等 の 「機械亅 、そ

して 消防隊員で あ る 「人」 の 三 要素 を融合 させ た三 位一

体 の 活動が基本で あ り、こ の ス タ イ ル は近 代消防の 成 立

以来 IT 化 の 進む現代まで 変わっ て い な い。被害軽減の

ために は、これ ら三 要素 の バラ ン ス をうまくとっ た対 策

を立ててい く必 要 が あ る 。

　本稿で は 、三 要 素 の 筆 頭 に 挙 げ られ る 「水 」 で あ る
“
消防水利

”
に焦点 を あて て い る 。 震災時 における消防

水利の 抱える 問題 とし て、消火 に必 要な水量 の 評価 をは

じめ．震災時 に 消防水利 ま で 消防自動車が 辿 り着ける か

とい っ た到達可能性 など様 々 な課 題があ る 中で、全 国 に

おける消 防水 利 の現 況 を調 査 し、そ の 傾向か ら問題点の

整 理を行 っ た。

（2｝ 消防水利 につ い て

　消防水利 に は．  消防法 （昭 和 23 年 、法律第 t8fi
号 ）第 20 条第 2項 の規定 に 基づき 市町村が 消防の 目的

で 設置 し維持管理 す る 消火 栓、防火 水槽 等 の 消防水 利 と

  同法第 21 条第 1 項 の 規定に基づ き消防の 用 に供する

水利と して、私 有 お よ び国 、都道 府県 等 が 設 置 し維持 管

理 して い る水 利 を．所有者、管理 者等の 承諾を得て 、消

防長 又 は消 防署 長 が こ れ ら を 消防水利 と し て の 指定 を行

い 、常時消防用 に使 用 で きる 状態 にお いた消 防水利 の 2
種類が ある。な お 、  を一般 に

“
指定消防水 利

”
と呼ん

で い る。また 、消防法第 30 条では 、 火災の 現場に対す

る 給 水 を維持 す る た め に 緊 急の必 要が あ る とき には、こ

れ らの 消防水利以 外 の 水利 を 利 用す る ことが でき る と さ

れて い る。
　消防水利 の配置 や 数量等 の 整備基準 につ い ては、消防

法第 20 条第 1 項 に基 づ き、　「消防水利の 基準 （昭和 39
年 12 月 消防庁告示第 7 号）亅 に よ っ て 勧告 されて い る。
これは、配置 間隔 をは じ め給水量等を定 めて いる もの で、
消火栓 の み に頼る こ との ない よ うに考慮する こ とが規 定

さ れ て い る が、消火栓と消火栓以外の 消防水利の 配置割

合は、各市町村の 実態 に応 じて、消防長の判断 に委ね ら

れ て い る 。

　 「消防水利の 墓準」 は、あくまで も市町村 の 消防機関

が 消火 活 動 をする ため に 必 要 で 最小 限 の水利 につ い て 定

め た もの で 、 大震災時 の 同時多発火災に対処す るための

水利 整備ま で を規定 し た もの で はな い 。また、大震災時

の 同時多発火災を想定 した水利整備を規定する通達等 は

な く、大震災時 の水 利整備 につ い て は、各市町村が独自

に 対応 して い くも の と されて い る。
　な お 、消火 栓 に っ い て は消 防 法 20 条の 規定を受け水

道法 〔昭和 36年 6 月 15 日法徐第 77号 ）第 24条によ っ

て、公共 の 消防 の ため の 消火栓設置 が 水道 事業者に義務

づけ られ て い る。

2 ．消防水利 の 現況に つ い て

（1）　消防水利数の 年別推移

　消防水利が時代 の経 過 とと も に どの よ うに増加されて

きた か を 1961 年か ら 5 年ご と に表 し て い る の が 図 1で

ある。1961年か ら 2001年 まで の 約 40 年間の 推移で は

あ るが 、消 防水 利 の 総数は 着実 に増加してい る こ とが分

か り．数 に して 約 3．5倍に なっ て いる 1〕・：）。

　また 、消防水利総数 （消火栓、防火水槽お よ びその 他

（井戸 ・河川
’・溝 ・海 。湖 ・プール 。池等）の 総計）に

占め る 消 火 栓の 割合は、1961年 頃 よ り 70X前後 の 比率を

占め つ づ け、国 内に お け る 消火 用水 と して は 消火栓 に依

存 して い る こ とが 指摘 で きる 。 しか し．1995年 に発 生

した 阪 神
・
淡路大震災 に おい て 水道施設 に依存す る消火

栓 に 頼 る こ とが火 災被害 に対 して 好 ま し くない 結果をも

た ら した に もか かわ ら ず、1995 年以 降 も消 火 栓 依 存 率

が一
定 して い る こ とは懸念される点で あ る。

　た だ、着実 に消防水利 の設 置 数が増 加 して い る こ とは、
通 常火 災 は も ち ろ ん の こ と地震火災 に 対 して も有用 な こ

とで あ る。こ の 消防水利 の 設 置 数増加の背景 に は、経済
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図 1　消防水利数 の推移状況と消火栓依存 率

成長や人ロ 増加等の 要因 も考え られる が、国 に よ る 市町

村 の 消防に対する 補助制度が大き く影 響 して い る もの と

思 わ れ る。この 補助制度は、消防施設強化促進法 （昭和
28 年法律第 87号）をはじめ とす る 各種法律等に よ っ て、
消 防の 用 に供する 機械器具お よ び設 備 に 対 して t 予算の

範囲内で、原則基準額 の 1／3以内 を補助す る もの で あ り、
補助する こ とがで き る金額 に相当する 金類の無利子 貸 し

付け も行わ れて い る 。 基準額は．国 が行う補助の 対 象 と

なる消防施設 の基準額 （昭和 29年 5 月 10 日総理府告示

第 487号）や消防防災施設整備費補助金交付要綱 （平成

14年 4 月 1 日消防消第 69 号）に よ っ て 決 め られ て お り、
消防施設強化促進法施行令 （昭和 28年 7 月 2T日政令第

！24 号） によ っ て 補助 の指定 と され て い る 防火水槽の 基

準額は 、 表1 および表 2の ように なっ て い る。

表 1　捕助対象施設（消防防災施設）の 種類および型

　 ｛級）別蕃準額

補助対象施股及び型 （級） 基準額 （午円〕

40m3型 ，236

60ロ3型 7，934

100閉 ：

型 13， 150

地上設置40m型 3，4了6

耐震性貯水摺
地上設 置60m3型 5，984

地上設 置10耐 型 8，610

飲料 水兼用伽 型 謹0，120

飲料水藻用6舳 麹 34，5了8

飲料水藻刷 oo臥型 42，8m

飲 料水兼肌 5b。勵型 241，896

※消儲防災槍股整 備費補助金交付竪綱　別表第 1より
一部抜粋

表 2　補助対象施 毀 く市町村消防施 股）の 穩類および

　 型（絵）別基準額

公 凰 宅地等 で 自動 車の 進 λが予 想 され な い 場所に 齟 する もの

をい い、II型 とは 1型 以外 の もの を い う．
　 ※消防防災施設 整備 費橘助 金交付 要 綱　別 衷 第 3よ リー部抜 粋

（2》 都道府県別の 消防水利および火災 の状況

　前 節で は、消防水利 の 設置 数 に瞥 目 して きたが 、本 節

で は設置 されて い る 消防水 利 と発生 した 火災 の 関係 を ま

とめ た。各都道府県 に お け る消防水利設置状況は、水利

評価面積 1 
2
あた り （以下 「水利評価面積あた り」 ）

の 設置数を比較す る こ と によ っ て行 っ た。この水利 評価

面積 とは、 総面積から林野面積 （＝森林面積 と森林 以外

の 草生地 面積の 合計） と主 要瀾沼面積 を差 し引い て 算出

されて い る可住地面積 Stか ら、田 お よ び畑の 面積
St
を滅

じた面積として 定義 し、地域内に消防水利を は じめ 人 お

よび建物が均等 に分布 して い る と仮定 した。表 3 は．水

利評価面積あた りの消火栓、防火 水槽お よ び常設消防隊

ポ ン プ車数等と平成 10 年から平 成 且4年まで の 建物火災

件数
o とそ の焼損面積 の平均 か ら人 ロ 1万人あたりの 値

等を求めたもの で あ る。
　水利評価面積あた りの 消火栓数 で は 、90 基を超 え る

東京都や大阪府に対 して 、 北海道 、 秋田県、岩手県、高

知県 お よび胄森県 で は、10 基 未 満 で あ り、大 き な 格差

がある こ とが 分か る 。

　また、埼玉県や東京都な ど水利評価面積あたりの 防火

水槽数の 多い都道府県別防火水槽数と、東京都や大阪府

な どの水 利評価面積あ た りの 消火栓数の 多い 都道府県別

消火栓数の 数を比 べ る と．消火栓 に く らべ 防火 水 槽の 設

置数が 少ない こ とが分かる 。 図 1で 明らか となっ て い る

全国 的な消火栓依存 率 の 高さ が、各 都 道府 県 レベ ル で も

同様 にみ られる こ とが分かる。さらに防火水槽の設 置数

も、消火栓同様 に 設置数 の 多 い 都道府県と少ない 都道府

県 の 格差がある 。

表 3　都道府県別 の 消防水利および建物火災被害の状況

　しか しな が ら、人 口 1 千 人 あた り の 消火 栓数 （平均

12．2、標準偏差 2．9、Nax18．6、　 MinT．8）で は水利評 価面

積あ た りの消火栓数で 高い 値 を示 して いた 東京 都．大阪

府．神奈川県が それぞれ平均値を下回 っ てお り，同様 に
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人 口 1 千人 あたりの 防火水槽数（平均 4。5，標準偏差 LT、
Max8。4、　 MinO．7）で は 水利醇価面積あた りの 防火水槽数

で 高い 値を示 して い た 埼玉 県 は平 均 値 を上 回 っ て い た も

の の東京都、神奈川県などで は 、 それぞれ 平均値を下回

っ て い る。これ は、各 都 市 にお け る人 口 密 度が 影響 して

おり、 平鴬時火災がほとんど同時多発しない ことを考慮

する と火災被害へ の 影響は少ない と考えられ る。人 ロあ

た りの水利設置数の み で 充足 を判断で き な い よ うに，指
標として捉える 視点の 違 い に よ り全国 的 にば らつ きが あ

り一概 に 判断す る こ と はで きな い。
　建物火災 1件あた りの焼損面積 につ い て も、都道府県

間に 格差が ある 。こ の 格差が 生 じる理 由 につ い て 、各都

道 府県 の 水 利 評価面積あた りの 消火栓数や防火 水槽数、
常設消防隊ポ ン プ車数等の 鬨係 を明 らか にす るた め に重

回掃分析を行 い、その 標準偏 回帰係数から影響度の 評 価

を行っ た。な お、火 災 の焼損面積 は、全国の 消防本部 ご

との 消防戦術の 違 い や 人 員 、地形 お よび市街地 構造等本
研 究での重 回帰分析に用 い た説明変数以外に 決定要因と

な る 指標が 存在する こ とか ら、こ の重 回 帰 式です べ て を

説 明で き るわ け で は な く、施設的な面か ら概ね の 傾向を

探る もの で ある。
　まず、建物 火 災 1 件 あ た り の 焼損面積を 目的変数 と し．
説明変数に水利評価面積あた りの消火栓数、防火水槽数，
常 設消 防隊 ポ ンプ車数お よ び 消防団ポ ン プ車数として分

析を行っ て い く こ とを前提に それ ぞれ の相関 係数 をチェ

ッ ク した。そ の 結果、消火栓数 ：iv　1 と常設消防隊ポ ン

プ車数：iv3 に 多重共 線性が 見 られ る こ とか ら、　 iv3を説

明変数に加えず重回 帰分析を行 っ た。

表 4 　各変数間 の相関係数

」冒 1 iサ2 iサ3 iu4 d サ

ir1 1
i祕 0．68 1
i祠 o．940 ．73 1
i叫 o．，40 ．34D ，04 1
“ 一〇．72 ．54 一〇．69 一

〇 〇5 1

M ：水籾縡債囮積1h 蓼
あた りの璃火栓数

i曜 ：ホ利絆佰面攅 1  冨
あた りの 防火水柵数

iじ3 ：ホ利騨鯔 積 1  言
あた りの富設 澗防隊 求ンブ摩數

iv4：ホ利騨価画Mlkotあた り蕾防団ボンブ取数
dV：餓th火脚 鉾あた りの 焼凱庫面租

　重回 帰分 析の 結果は 表 5 の と お りで あり、 分散分析か

ら F 値 にお い て は IXで 有意 と な っ て お り、決定 係数 は

0．69 と、非常 に精度の よ い 予 測式 と は言 え ない まで も

十分 な 皚で あ る と判断 した。
　こ の 重回 帰分 析に よ っ て 得 られ た各説明変数の標準偏

回 帰係数の 比 較か ら、水利評 価面積あ た りの 消火栓数が

建物火災 1件あ た りの 焼損 面 積 に
一

番影 響 し て い る こ と

が わか る 。

表 5　 重回 帰分析結果一覧

i 　竃歐各 　 儡 回鋤 閥 躑 倔圏弼鯲 F 餃 　 P 面 　 喞 足 　 i
i　　iyl　　　　　　

−0．50隠　　　甼0．683　　　 訓，6400rOCOCOITT　 l・　　　　 …
呂　　 lvl　　　　　　　 −o．置憶 a　　　 70．！09　　　　 2．TtS　臥 1四 鵬 SSI　　　　　　　 …

1　　　■じ4　　　　　　　　　　　　5．ヨ5⊆9　　　　　　0呷036　　　　　　0■tl6　0，7倒 1τ652　　　　　　　　　　≡

i黷　　
T” tSt2

　 。 。瓣
7゚5

縲罪蕭竃 i
itt：1瞰 　　　

鳴

　　　
F

、，曳　：．。58熊．鑒。 翼
定

　 i亀膾呻’．鹽四幽・，四，閧門・鹽四，■■■．■■■．■o．●一，一鹽關■，r．−9．・・膾隨・一鹽P・r，【曾rr門門．．閃，，四．．．，．．．．．，，．．．．．．．胛H・．，．眸．？鱒叫曾，●

　都道府県 の 消 防水 利 の 実 態 か ら見た 火 災被害状況 か ら

も明 らかな よ うに、国内 にお ける 火災被害は消火栓 の 設

紐 数 に依 存 し て い る こ とが 明 らか とな っ た。これ らは、
平常時における 火 災 被害の データで ある こ とか ら、震災

時に 上水 道 に依 存す る 消 火 栓が 使 えな くな っ た 場合 には、
阪神 ・淡 路大震災で 発生 した よ うな 同 時 多発 火 災に よ る

延焼被害の危険性 を全 国 の 自治 体 が 持っ て い る こ とが指

摘で きよう。
　
一

方、全 国的 に は消 火栓 へ の 依存傾向が強い もの の、
水利評価面積あた りの 防火 水槽設 置 数 の 多い都道府県も

あ り、一
概 に震災時 の 同 時多発火災に よ る 延 焼拡大の 危

険性 を持つ と は言 い 切 れ准い 。そ の ため評価手法を確立

した上で防火水槽等 の 消火栓以外 の消防水利 に対する評

価 を行い、震災時 に おける 消防水利 対 策 の議 論 を進 めて

い く必要が ある 。

（3） 敵令指定都市消防局 別水利および火災の 状 況

　前節で は 各都道府県間の 消防水利の 状況 を比較したが、
本節で は 人 口 や 都 市 施 設 の 集 中 した 地 域 にお い て 震災が

発生 した場合 、 甚大な被害発生が予 想され る政令指定都

市 を管轄と して い る 消 防 局 管 内を取 り上 げ現状の 分析 を

行 っ た 。

　表 6は、政令指定都市消防局別 の水利配置 数と建物火

災の 状況を表したもの で あ る。ま た、図 2 は表 6 をもと

に横軸 に水利評価面積あた りの 消火 栓数、縦軸に水 利評

価面積あ た りの 防 火 水 槽 数 を と り、各消防局をプ ロ ッ ト

した もの で ある 。 なお、火災焼損面積は建物火 災の 平成

10年か ら平成 14年 まで の 過 去 5年 間 の 平均の 饐で あ る。
これ らの 図お よ び 表か ら．政令指定都市 における消火栓
設置数およ び防火 水 槽設置数は 、

一
部を除き全国平均 と

比較 して 高 く、1 件あた りの 建物火災焼損面積も少な い

こ とが 分か る．さ らに、全国的な傾向と同様に消防水利

の 消火 栓依存率は 高 い 。一
方、札幌市、仙台市、川 崎市

お よび福岡 市 にっ い て は 、 水利評価面積あた りの 防火水

槽設置数は全国 平 均 を下 回 っ て い る。

衷 6　 敵 令指定都市消防局別水利 お よ び火 災の状 況
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　また 、 消火栓の 設置数の多さが建物火災 1件あた りの

焼損面積の 大小 に影響して い る傾向が あ り、こ こ で も震

災時における同時多発火災 に対す る 消火水不 足 が 懸念 さ

れ る 。 しか しなが ら、全国平均よ りも多い 水利評価面積

あた りの防火水槽数が、実際に どの 程度霞災時 に 活用 で

き るか は不明な点も多い 。 全国平均程度で 震災時 の 火災
に 十分対 応 し得る もの なの か、も し く は東京特別区の よ

うに他の 自治体から飛 び抜けて良くても不足 して しまう

のか．単鈍な 設置数だけの 問題 で は な い こ とは明らか で

はある。そ こ で、市街地状況 と必 要 消 火 水 量や 必 要 消防

水利数の 関係 も、消火栓以外の 消防水利 に 対す る評価 を

踏まえ 震災時 にお ける消防水利 対 策 と し て 検 討 して い く

必要が あ る。

3．消防本部の抱える水利対策上の 問題点

　消防水利の抱え る問題点を現場 レ ベ ル で 明 らか とす る

ために 、全国 883 の 消防本部 （平成 16 年 4 月現在）か

ら本部名呼称に消防局を使用して い る 50 の 消 防局 に対

して、水利整備の 進め方や 現状で の 問題点 に 関す る ア ン

ケート調査を災施 した（平成 16 年 6 月実施 、郵送 配 布、
FAX回収．有効回答数 46）．
　水利整備 の進め方で は． 「消防局 で 立 案 ・決 定 して い

るコ ：29． 「消防局と市で 協議を して 決定して い る」 ：

13 とほ とん どの 消防局 にお い て 実際 に消火活動で 使用

する側の意向が反映され る 形で進め られて い た。しか し

な が ら、複数の 市町村に 渉 り広域 な 消防行政を行 っ て い

る 消防局 にお い て は、管轄区 域内で あ っ て も市 町村 ごと

に異なる対応をせ ざるを得な い 場合もあり、

一
様な整備

を実施で きて い な い消防局もあっ た 。
　水利整備事業に際して震災時を想定 した特別な水利計

画が策定されてい るか を問うた設問 で は、特別に規程等

を設けて実施して い る消防局が 10、規程等は 特 に策定

して い な いが 震災時を想定した計画 を行 っ て い る 消防局

が 且2 と回答消防局の半数に満 た な い 状況で あっ た。た

だ、計画等 はない もの の 立案の段階で 震災時に 利用を想
定 して い る と 16 の 消 防局 が 回 答 して お り、こ れ ら の 総

計 3S 消防局で は なんらかの 形で 震災時を想定 した 水利

計画を策定して い る。
　また、具体的な 計画内容 につ い て 自由配入 で 回 答を求

めたと こ ろ、以下に記 載する ような特筆すべ き内容があ

っ た。 消防局によっ て は地域の 実情 に 合 わ せ，創 意 工 夫

を した 計画 が立案され て い る 。

・　延焼危険が高 く震災用 水 利 未 整 備 地 域 に耐震性 貯水

　 槽（1001）を針画 的に整 備 して い る （S市消防局）。
・　 被 害 想 定を勘案し、密集地域、人 口 増 加 が 見込まれ

　 る地域の小 ・中学校や公園に 100t級耐震性貯水槽を

　 年間 1 基 の 予定で 計画的に 設置 （i市消防局 ）。
・　市域を 500mメ ッ シ ュ に 区 分 し、濃尾地 震級の 地震

　 が発生した場合、地表が大きく揺れ る と予想され る

　 地域、木造家麗密集地域お よ び 延焼阻止の た め必要

　 な 地域等に設置 （N市消防局） ．

。　 地 震火災 に 係る 地域特性 の 評 価 （危 険 度 ラ ン ク設

　 定）に 基づ き．地域 ごと に必 要 と な る 水量を算定し、
　 震災 時 の 消防 水利が不 足 し て い る地 域 に 対 し、計画

　 的に水利を確保する （K市消防 局 ）。
・　 避難所付近 に毎年 耐震 防 火 水 槽 を 2 基ずつ 設 置 予定

　　（N市消防局） 。

・　 建 物構造、隣棟間 隔 （密 集 度 ） 、道 路 幅員等の 要素

　 を基 に 地 域 の延焼危険 性 を評価 し ， そ の 騨価 に応 じ

　 た 必要水量を定量的に求め、未充足地域 に お け る消

　 防水利の 整備計画 を行 っ て い る 。 （K市消防局）

　さ らに実務と し て水利整備 を行っ て い く上 で の 問題 と

して．ほ とん ど の消防局に 共通 して 、
「用地確保の 困難

性亅 と r財政上 の 問題 亅 に よ っ て 計画 通 りに整備を進め

て い くこ とが難しい と い うこ とが実態 と して 浮き彫 りに

なっ た。 また、 市町村合併 によっ て 異 な る水 道事 業者が

混在し調 整に困難を来 して い る と い う事例 もあ っ た。

4 ．まとめ

　我が国全体として は、過去 40 年間を見る 限 り 「消防

水利の 基準 （昭和 39年 12月 消防庁告示 第 7号 ） 亅 とい

っ た 明確な 設置 目標や 国に よ る 補助金制度な どの 体制よ

っ て、着実に消防水利 の 増 加 股 置が 行 われ て きた。都市

にお ける 不燃化率 の 向上や生活形態 の変化な ど各種要因

に もよ る と こ ろ が 多い と思わ れ る が 、消防水利の 増加は

消防力の向上 につ な が り、平常にお ける大火は 極めて 希

にな っ た 。 しか し，阪神 ・淡路大震 災 で も明 らかな よ う

に大震災 時 にお け る大 火 を 防 ぐに は至 っ て い ない 。 とく

に、平常に お い て は、消防水利全体 の お よそ 70Xを 占め

る消火栓に頼る消 防 戦術 で 魁応 する こ とが 可能で あっ た

と して も、震災時 に は 上 水道に 依存し た消 火 栓に信頼 を

も っ て 頸れ る状 況で は な い。
　都道府県の 消防水 利 の実態か ら見 た火 災 被害か らも、
国内にお ける 火 災被害の 大小 は 消火栓 の 設置 数に 大き く

依存して い る 。 こ の こ とか ら震災時に 上水道に依存する

消 火 栓が使えな く な っ た 場合に 、阪神 ・淡路大震災で 発

生したよ うな 同時多発 火 災に よ る延焼火 災の 危険性 を全

国 の 自治体が持 っ て い る こ とが指摘で きよう。

　しか し、全国的に消火栓へ の 依存傾向が あ る もの の、
水利評価面積あた りの防火水槽設置数の多 い都道府県も

あり、また同時 に そ の 格差もある。これ らを見 る 限 りで

は、消火栓以外 の 消防水利で 震災時の 同時多発火災 に よ

る延 焼火災をど こま で 阻止する こ とが で き るの か判断す

る こ とは で きず、消防水利 に対する 総合的な評価手法を

確 立した 上 で 霞 災 時 に お け る 消 防 水利 対 策 の 繕 論 を進 め

て い く必 要が ある 。

　今後、適切な騨価手法が確立され計画立案が行わ れ る

場合 にお い て も．消防水利対策は 「用 地 確保亅 と 「財政

困難」 と い う問題 と直面 して い か な ければな らな い。消

防水利の 規格や 股置基準 を始め、柔軟な打開策も視野 に

入れた検討を行っ て い く必 要 もあ る。
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